関東地域コリアンの「民族教育」と「民族的アイデンティティ」についての小考 by 金  柄徹
関東地域コリアンの「民族教育」と
「民族的アイデンティティ」についての小考
金　　柄　徹
AStudyof“EthmicEducation”and“EthnicIdentity”
WithRespecttoKoreansinJapan
KimByungchul
AbstracI
In2004，therewereabout600，000KoreansinJapanLMaTlyOf
them are peoplewho came toJapanin coIonialtimes and their
descendants・Theyaredistinguishedfromthe“newcomers’1，Who
have come toJapanin recent years forstudy，WOrk，mamage，
etc．，and are cal1ed“01dcomers’1．The“01d comers”account for
about76％ofthepopulationofKoreansinJapan，aPeOPlewho
have beeninthe country for a hundred years or more．More
than　280，000　Koreans have acquiredJapanese nationality，
However，an eVenlargenumberare residinginJapanasSouth
KoreanorNorthKorcammatiomals．
This paper examines the complex sltuation of Koreansin
Japan・lwi11glVe CarefulconsiderationtotheirhistorlCa】experl－
ences and current statesinJapan by uslng the keywords of
“ethniceducation”and“ethnicidentity’’．
1．はじめに
2004年現在、日本には約60万人の在日コリアンが暮らしている（在日本
大韓民国民因　2006）。彼らの多くは、植民地時代から日本に来ている在日
コリアン1世やその子孫たちであり、一般的には、近年、「留学」「仕事」
「結婚」などで日本に渡航してきている「ニューカマー」とは区別され、
「オールドカマー」と呼ばれている。「ニューカマー」の在留資格が「留
学」「教授」「宗教」「報道」「研究」「技術」などの「一時滞在者」から、
「定住者」「永住者」まで、多様であるのに比べ、「オールドカマー」は
「特別永住者」で、数としては在日コリアン全体人口の約76％を占めてい
l、
る。分布地域としては大阪を含む関西地域が多く、関東地域には約30％の
コリアンが在住している。
在日コリアンは100年以上の歴史を持つが（姜徹　2002、金賛汀　2004）、
戦後から数えてもその歴史は60年を過ぎている。このような長期間におよ
ぷ日本での生活の中で、延べ28万人を超える人々が日本に「帰化」してい
るが、まだ、その2倍以上の人々が「韓国籍」か「朝鮮籍」を持つ在日コ
リアンとして暮らしているのである。彼らの多くは日本語を母語として話
し、H本文化を共有し、日常的に「本名」より「通名」を使用している。
しかし他方では、まだ、彼らに対する制度的差別や社会的偏見が続いてい
るにもかかわらず、多くが「帰化」という選択より、「韓国籍」や「朝鮮
籍」としてコリアンとしての「民族的アイデンティティ」を維持し続けて
いるのである。この事実だけをみれば、言葉や生活様式や姓名より「国
籍」が、彼らにとっては譲れない部分、つまりアイデンティティのよりど
ころであると理解できようが、在日コリアンの「アイデンティティ」をめ
ぐる考えは決して一枚岩的なものではない。
本稿は、在日コリアンのおかれた複雑な状況を正しく理解するための手
がかりを確保することを、その日的としている。具体的には、「民族教育」
や「民族的アイデンティティ」をキーワードに、彼らが辿ってきた歴史的
経験や現状を考察する。教育の現場としては、川崎市や東京都にある二つ
の民族学校を事例として取り上げ、どのような教育が行われているのかを
検討する。そして、在日コリアンの歴史的特殊性を理解した上で、「国籍」
「民族」「統一」などに関する彼らの多様な考えを掘り下げて見たいと思う。
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なお、本稿で扱っている資料は、韓国文化人類学会の「日本関東地域韓人
同胞の生活文化調査団」（代表者：文王杓教授）のメンバーとして川崎で行
った調査研究（2005年7月27日－8月8日）と、その後の個人的な調査研究
（2005年9月～12月）の成果を基にしていることを断っておきたい。
2．民族教育実施の歴史的背景
日本の敗戦と同時に植民地から解放された在日コリアンたちは、帰国の
準備として母国の言葉と歴史を教えるための民族学校（「国語教習所」）を
日本各地に設立し、自主的な民族教育に取り組んだ。しかし、当時の日本
政府は植民地時代の同化政策を反省するどころか在日コリアンの民族学校
を軌跡二弾圧した。その理由は「日本国民である在日朝鮮人が外国人とし
ての教育を行ってはいけない」という名目であった。これは1952年の「サ
ンフランシスコ講和条約」（連合国と日本との平和条約）を締結する以前に
おいては在日コリアンを形式的には日本国籍を保有する者として看徹すと
いう論理から出発している。しかしこれと同時に、日本政府は他方では、
在日コリアンの「日本国民」としての権利も否定した。つまり、1945年12
月には在日コリアンから参政権を剥奪し、1947年には彼らに「外国人登
録」をさせたのである。それは「日本国籍者であっても、日本の内地に戸
籍をもたない朝鮮人は、真の日本人ではない」という理由からであった
（福岡1993：36－37）。このような相矛盾する政策に振り回されな－がら、多
くの民族学校は強制的に閉鎖された（1949年の「朝鮮人学校閉鎖令」）。その
後、1953年に京都府が京都朝鮮学院を「各種学校」として認可したことを
契樺に、1955年には東京都の、そして1975年には全国の、朝鮮学校が学校
法人の資格を獲得することとなった。
2006年3月現在、日本の民団（「在日本大韓民国民団」）側の民族学校と
しては、東京韓国学校、京都国際学園、大阪の金剛学園と建国学園の4校
がある。この中で京都国際学園（京都韓国学校から2004年4月改名）と大阪
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の2校は日本の文部科学省によって「一条校」の認可を受けているが、東
京韓国学校は「各種学校」としてのみ認可されている。
全盛期には全国に150余りの学校と、4万名の学生を抱えていた総聯
（「在日本朝鮮人総聯合会」）側の民族学校である「朝鮮学校」は、2004年現
在、幼稚園から大学まで115校、総学生数1万3，500名にまで減少した（高
賛偶　2004：109）。これらの朝鮮学校は東京韓国学校と同じく、文部科学
省から「各種学校」の認可だけを受けているので財政的な支援がなく、多
くの困準に瀕している。さらに、最近は学生数の減少と共に各地で休校す
る学校が増えており、在日コリアンの間では民族教育についての危機意識
も出てきている。
このような学生数減少の原因について、在日コリアン出身の文筆家であ
る高賛佑氏は「在日同胞の民族意識の希薄化」「少子化」「日本政敵こよる
差別政策」などを挙げており、中でも、「差別政策」を主要因として考え
ている。この差別政策は大きく三つに分けられるが、まず、朝鮮高級学校
（高等学校）学生の大学受験資格問題である。朝鮮学校は「各種学校」で
あるので、高級部（高校）を卒業しても正式な学歴として認められないの
で、大学人学資格検定（大検）に別途合格しない限り国立大学などの志望
学校に入学することが難しかった。次に教育助成金の問題であるが、「一
条校」である日本の私立学校の場合、児童1人当たり年間27万円（小学校
と中学校）と29万円（高等学校）の助成金が支援されるが、朝鮮学校の場
合は文部科学省からの支援が一切ない。ただ、地方自治体からの小額の補
助金があるだけである。三つ副は、先の二つの状況からくる財政的困難を
打開するため在日同胞社会から寄付金を募っているが、この寄付金に関し
ても税制上の優遇措置がないということである（高賛備　2004：110）。
上記のような民族教育に対する差別政策は日本国内だけでなく国連から
も強い批判を受けてきたが、文部科学省は2003年9月、朝鮮学校を除くイ
ンターナショナルースクール、韓国学校、中華学校の卒業生に限り大学入
試での受験資格を認めると発表した。しかし、2004年度の大学入試ではほ
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とんどの大学が朝鮮学校卒業生の受験を認めた。寄付金に関しても英米系
のインターナショナルースクールにだけ2003年4月から税金優遇措置を実
施している（高誉怖　2004：110）。
3．民族教育の現場
（1）東京韓国学校
東京韓国学校（小・中・高）は、関東地域で唯一の民団側の民族学校で、
今回の調査では運動会見学（2005年10月8日）と授業見学（2005年10月28
日）の機会があった。以下ではこの期間中入手した資料を中心に検討して
いく。
1954年開校（小・中）した東京韓国学校は、1955年に東京都からの認可
を受けた（日本学校教育法第83条の各種学校）。1956年には高等部が設置さ
れ、1962年には韓国政府からも認可を受けることになり（韓国教育法第81
条の正規学校）、韓国の大学に進学できる法的資格を保障されるようになっ
た。1969年以降は韓国政府から派遣された校長が赴任している。そして
1993年には土曜学校を開設し在日同胞児童たちに韓国の言葉、文化、歴史
などを教えている。
開校後、初期においては在日同胞たちの帰国のための教育が中心だっ
たが、韓国（朝鮮）戦争以降、定着を希望する同胞が増え始め、日本
で生活するための教育に変わって行った。（1965年の）「韓日国交正常
化」以降駐在員が増え、IMF（1997年の通貨危機）以前には90％以上
が駐在員の子女であるほどまでに増加した。IMF以降はニューカ
マーが増加し、父母たちの在留資格が多様化した（初等部副校長）。
東京韓国学校には2005年10月現在、初等部（小学校）443名、中等部（中
学校）233名、高等部（高等学校）241名の、計917名の生徒が在学中である。
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そして全学年は二つの学級、約80名の定員で構成されている。父母の在留
資格としては、初等部の場合、「一時滞在者」が全体の54％で一番多く、
その次が「永住者」18％、「定住者」17％の比率で、その他に「外国人」
（後で、説明）が11％に達する（表1）。中等部は、「一時滞在者」64％、
「定住者」13％、「永住者」10％、「特別永住者」9％、「外国人」4％の順
である（表2）。そして、高等部は、「一時滞在者」60％、「定住者」22％、
「永住者」10％、「特別永住者」5％、「外国人」3％の順である（表3）。
学校全体では、父母の在留資格として「一時滞在者」が535名（約58％）
で一番多く、これらの人々の主な職業は会社員（駐在員）である。その他
には、公務員、銀行員、宗教人などが含まれている。
ここで、在留資格についていくつか言及しておきたい。まず、初等部の
統計では資料の関係上、中・高等部の統計とは違って「特別永住者」と
「永住者」の細密な区別はなされていない。が、先述の通り、特別永住者
とは「オールドカマー」を指し、永住者は「ニューカマー」として永住権
を獲得した人々のことである。次に、「定住者」とはニューカマーの中で
日本に定住している人々のことで、まだ永住権は与えられていない人々で
ある。ニューカマーの中でも、帰国意思を持ち一時的に滞在している人々
が「一時滞在者」である。一方、ここでいう「外国人」とは在留資格のこ
とではなく、「韓国籍」や「朝鮮籍」以外の人々を指しており、彼らの多
くは国際結始による「二重国籍者」や帰化による「日本国籍者」である。
他には、中国鸞籍の「朝鮮族」も「外国人」に含まれている。
ところで、生徒の中には日本の学校からだけでなく、朝鮮学校（稔聯系
2〉
民族学校）から転校してくるケースもあるという。
先述のように東京韓国学校は日本政府が定める「各種学校」である。そ
表1父母の在留資格（初等部）
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表2　父母の在留資格（中等部）
衷3　父母の在留資格（高等部）
れゆえ、他の日本の学校とは異なり、文部科学省の財政支援を受けられな
い不利な立場にある。言い換えれば、学校の財政において授業料への依存
が当然大きくならざるを得ないことを意味する。現在の授業料を見ると、
初等部の場合、入学金（6万円）、施設費（4万円）、授業料（1期分10万
3，200円×3学期＝30万9，600円）など、壊初の年には年間40万以上の経費が
かかる。中等部の場合も40万円以上、高等部は50万円を超える。日本の公
立学校に行かせば、中学校までははは無料で通えるのにこのような負担を
甘受するまで在日コリアン（永住者）たちが子女を民族学校に送る大きな
理由はやはり民族教育にある。この点は後に紹介する総聯系民族学校であ
る朝鮮学校とも相通ずる側面である。もちろん、全体の58％を占める駐在
貝の場合は、帰国後の大学進学を念頭に子供たちを民族学校に通わせてい
る点で永住者の子女たちとは状況が異なっていることはいえる。
民族学校は財政的な負担の代わりにカリキュラムにおいては日本政府の
統制を受けないので、自由な民族教育が可能だというメリットを持してい
る。例えば、2004年に文部科学省から「一条校」として承認された京都国
際学園（中学校3年）の場合、2005年現在1週間に韓国語の授業が3時間、
国語（日本語）が4時間、英語が5時間であるのに対し、東京韓国学校
（中等部3年）は、1週間に国語（韓国語）が5時間、日本語が4時間、英
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語10時間の授業を行っている。一方、初等部の場合も1週間に国語（韓国
語）7時間、日本語4時間の授業を実施することによって韓国語の比重を
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上げ、在日コリアン生徒たちの韓国語の向上に力を入れている。教員の採
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用においても、民団側の他の民族学校は一条校であるがゆえにH本の教師
免許を持っている人を教師として採用しなければいけない義務を持つが、
東京韓国学校においては学校の裁量に委ねられる。
高等部の授業は韓国の大学入試を準備する授業が中心であるので、在日
コリアンの場合、半数以上が中等部を終えてからは日本の大学に進学する
ために日本の都立高校や私立高校に進学している。その関係で、中等部か
らは「K（Korean）クラス」と「J（Japanese）クラス」の区別がなされてい
る。一方、在日コリアンの生徒たちは、書類審査と面接だけで（筆記試験
は免除）韓国の大学に特例入学できるチャンスが多く、韓国への留学を考
えている学生たちがそれを目標に高等部に進学するケースもある。
帰国子女のための「特例入学」にもいくつかの区分がある。最低限の
資格としては、高1の期間を含め外国で3年以上過すことが必要とさ
れるが、12年間（小1から高3まで）外国で修学した場合は最も優遇
される。そのため、一般的には駐在員の子女よりは在日同胞の子女が
韓国の人気大学に合格するのに有利である（中等部副校長）。
もちろん、韓国の大学に進学することと卒業することはそれぞれ別の問
題であるので、在日コリアンの子女たちが大学入学後も授業を理解するた
めに相当な努力を注がなければいけないのは明白である。
これとは逆に、韓国から来た駐在員の子女たちの中には日本の大学に進
学するケースも増えている。E1本での滞在期間が2年以下の学生は、韓国
の大学への特例入学はできないが、日本の大学には「留学生資格」で受験
できるというメリットがある。日本の学生たちのように多くの科目を勉強
しなくても受験、入学できるので、一般学生よりは有利である。例えば、
東京韓国学校の2005年度大学合格現況を見ると、ソウル大学（8名）、延
世大学（7名）、高麗大学（2名）、西江大学（8名）、慶応大学（4名）、早
稲田大学（5名）、法政大学（2名）など、韓国と日本の人気大学に合格し
β
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た学生がかなりいることがわかる。
（2）川崎朝鮮初級学校
今回の調査過程の中で筆者は川崎朝鮮初級学校を訪問し（2000年9月30
日）、また神奈川朝鮮初中高級学校の運動会（2005年10月2日）を見学する
機会があった。この期間を通して得た資料を中心に朝鮮学校について検討
することにしたい。
1946年に設立された川崎朝聯初等学校（川崎朝鮮初級学校の前身）はその
翌年に川崎朝聯初等学院に改称し、4月から民族教育を実施した。1949年、
「朝鮮人学校閉鎖令」により学校が閉鎖されると、桜本小学校の分校で授
業を開始し、1954年には現在の場所である桜本町に移転した。翌年に川崎
朝鮮初級学校に改称し、1971年には中級部を併設した。しかしながら、
2005年からは学生数の減少で中級部（中学校）を休校とし、初級学校だけ
運営するようになった。中級部の学生たちは2005年4月から神奈川朝鮮初
中高級学校がある横浜まで通学している。
2005年10月現在、川崎朝鮮初級学校の学生数は51名で、1学年に1学級
が運営されている。教貞数は校長を含め7名で、他に音楽と美術を担当す
る外部講師が数人いる。併設幼稚園には3クラスあり、教員が3名で、英
語教育はネーテイブの外部講師が担当している。
「朝鮮籍」だけでなく「韓国籍」の学生と、帰化した「日本国籍」の
学生たちも朝鮮学校に通っているが、未だに朝鮮学校は「朝総聯の学
校」「北朝鮮の学校」というイメージが強く、近くにあっても在日同
胞たちが子供を送ってくれないケースが多い。（総聯内部においても）
2002年8月に民族学校に転換することへの議論がなされた。過去50年
間（思想）教育を受けてきた（年長の）人々の間では反対も多かった
が、学校から（金日成主席と金正日国防委員長の）写真を降ろすことに
した。2003年には教科書も大幅改訂した。民団の人々、帰化した人々
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も同じ民族だから一緒に学べる民族学校を作って行きたい（校長）。
先述のように、日本の敗戦直後、在日コリアンたちは日本各地に「国語
講習所」を作り民族教育を実施した。朝鮮戦争後は正規の学校を設立する
ために韓国と北朝鮮の両政府に支援を要請したが、北朝鮮からだけ援助を
受けることとなってからは北朝鮮の教育課程を取り入れた民族学校が設立
されるようになった。それ以降、朝鮮学校は北朝鮮の（政治と思想的）立
場に立脚した教科書で教育を進めてきたのである。しかし、最近の北朝鮮
の政治体制や、2002年9月17日の日朝首脳会談で認められた「日本人拉致
事件」などは、総聯側在日コリアン社会においても既存の盲目的な支持に
対する批判を誘発している。このような社会情勢の変化と、2000年6月15
日（南北首脳会談）を前後として急進展している南北和合の雰囲気などに
よる国際情勢の変化に対応するため、2003年には教科書も大幅に改訂した
のである。
「教科書の改訂には2002年の9月17日（拉致事件）の影響が大きいのか」
という筆者の質問に対し、川崎朝鮮初級学校の校長は「日本で生活してい
る現実を反映しているもので学生たちに拒否感がない内容に改訂したもの。
10年毎に教科書を改訂しているが、今回がその時期だった」という答えが
戻ってきた。以前は教科書も北から送られてきたものを使用していたが、
今は「国際化時代」を勘案した内容のものを、日本で製作しているという。
すべての朝鮮学校がそうであるように、川崎朝鮮初級学校も学校の財政
に苦しんでいる。日本の学校の場合だと、川崎朝鮮初級学校のような6ク
ラスであれば基準教員数が10名であるが、朝鮮学校は財政上の問題で雇用
ができず、しかも教師の給料も少ないという。実際に、人件費を節約する
ために校長が直接スタールーバスを運転し、児童たちの登下校を手伝って
いた。
初級部の月謝は1ケ月9，500円だが、それでも川崎市の場合は市が他
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の自治団体よりは支援してくれている関係で、授業料が安い方である。
その他には父母たちの寄付があり、（何とか）学校を運営している（校
長）。
東京地域の在日コリアンへの面談調査によると、（東京都の朝鮮学校の場
合）初級部が月2万円、中級部が2万8，000円、高級部が2万9．000円、入
学金30万円の学校もあった。ゆえに、初年度には年間50万円－70万円がか
かることもある。このような高額負担に加え、児童の大部分が遠くまで通
学せざるを得ない状況にもかかわらず、民族学校に通わせている理由とし
ては、「民族教育が受けられる」、「（民族学校を通っている子供たちは）礼儀
が正しい」、「自分が（過去に民族学校で）受けた教育が良かったので」、
「差別やいじめがないから」、「入試競争がないから」などの理由が多かっ
た。しかし朝鮮大学ではなく日本の大学を志望する生徒たちは、学校の授
業以外にも受験のために塾に通っているケースが多く、時間的にも経済的
にも別途の負担になっている。
川崎朝鮮初級学校では、1週間に国語（朝鮮語）の授業を9時間－6時
間（高学年になるほど減少）、日本語の授業を4時間行っており、学校内で
6I
は（日本語の授業以外には）朝鮮語が使用されていた。校舎のいろいろな
ところには、生徒たちの書いた「ウリマル（わが言葉という意味の韓国・朝
鮮語）カード」が張られており、児童たちは教員や来客に会う度に朝鮮語
で挨拶をしていた。
以下は、生徒たちが書いた「ウリマルカード」の三つの例であるが、民
族の言葉としてのりリマル（母国語）の使用に対する意気込みが良く伝わ
った。
ウリマルを良く使い、学校内がりリマルで溢れるようにしよう。
勉強も大事だが、りリマルも大事である。
りリマル、りリグル（わが文字、つまりハングル）を良く習い、立派な
11
朝鮮人になろう（原文は朝鮮語）。
川崎朝鮮初級学校には寮がないが、地方の朝鮮学校の中には遠くから通
う児童のために寮を運営するところも多い。それゆえ、場合によっては初
級部1年の時から朝鮮大学4年までの16年間を寮で暮らしている児童たち
7I
もいる。小さい頃から親の膝元を離れ生活するのも（親と子女の）お互い
のために良い点があるといわれているが、初級部の児童の場合はあまりに
も幼い時に親と離れなければいけないので、お互いが耐え難い悲しさを甘
受しながら生活している。このような寮生活を経験した多くの人々が、寮
生の間で結ばれる兄弟姉妹のような「絆」を「宝物」として感じているが、
他方では、自分たちが味わった辛さを子供たちには与えたくないがゆえに、
特に女性の場合は、（朝鮮学校を家から通学できる）東京居住を職業や配偶
者の選択において主要な考慮対象として考える人さえいる。また、地方に
行くことになっても朝鮮学校近く（通学できる範囲）に居住することを好
んでいるという。
4．民族的アイデンティティの現住所
（1）在日コリアンの歴史的特殊性
1910年の「韓国併合」以来、日本帝国は「土地調査事業」（1910－1918
年）、「産米増殖計画」（1920－1934年）を実施し、土地と莫大な食糧を収奪
した。このために朝鮮の農業社会は荒廃化し、生活基盤を失った多くの人
が故郷を離れ、生計と新しいチャンスを求め日本へ渡って来た。戦時体制
に突入した1939年からは「募集」（1939年）、「官斡旋」（1942年）、「徴用」
（1944年）という名目で多数の朝鮮人を「強制連行」したが、1945年まで
の約7年間の期間中に72万名を超える人員が朝鮮半島から連れて来られ
（樋口　2002：125）、身体の自由を拘束されながら飛行場やトンネルなどの
建設現場、炭鉱、軍需工場などで労働を強要された。
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1945年の祖国の解放と共に多くの在日コリアンが帰国し、敗戦直前には
200万人以上にも上っていた在日コリアンの数も1946年には64万人程度に
まで減少した（樋口　2002：23、姜徹　2002：735）。しかし、この時期に祖
国に戻る機会を逃した人々や、一度帰周してから生計の手段がなく再び日
本に戻って来た人々などがその後も日本に残留するようになった。それで
もいつかは祖国に戻ると思っていた人の方が多かったが、祖国が分断され
ることになり、在日コリアンの立場も複雑になった。在日コリアンの大多
数が朝鮮半島の南部出身者であったために、彼らが政治的に「北」（北朝
鮮）を選択するということは、統一の日まで帰郷を放棄することを意味し
た。もちろんその逆の場合も同じ状況であった。このような思想的な葛藤
は、日本社会で多くの民族差別に苦しんでいた在日コリアンにとっては大
きな試練であり、家族の中で政治的に南と北に分かれた場合はより深大な
苦痛にさいなまれるようになったのである。ところで、このような在日コ
リアンにおける南北の思想的対立は（後述のように）日本政府によって利
用・助長された側面もある。
敗戦以降、日本政府は在にコリアンに対し、「参政権の剥奪」（1945年）、
「外国人登録令の実施」（1947年）、「民族学校の閉鎖」（1949）など、一連の
「差別」（追放）政策を実施し、植民地支配の歴史的責任を隠蔽しようとし
た。そして、1952年の「平和条約」（サンフランシスコ講和条約）の発効と
同時に在日コリアンに国籍選択の機会も与えないまま彼らから一律的に日
本国籍を剥奪した。以後、在日コリアンに対する差別は国籍によ－る違いと
して正当化され、「公務就任権」や社会保障制度における基本的権利など
も制限されることになった。
1965年の「日韓国交正常化」以降、日本は韓国を朝鮮半島の唯一の合法
政府として規定し、戦後、在日コリアンの外国人登録証の国籍欄に記載さ
れてきた「朝鮮」を希望者に限り「韓国」に変更することを許可した。こ
れと同時に、「韓国緒」を持つ人だけを「韓国国民」として看倣し、希望
者に永住権を与える一方、「朝鮮籍」を維持するコリアンたちを「国籍無
持
き朝鮮人」として取り扱った。このように「韓国籍」と「朝鮮籍」とを選
別することで「在日韓国人」と「在日朝鮮人」の対立を助長したのである
（高賛備　2004：107－108）。その後、1981年に日本政府が「難民条約」に加
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入し、1982年に「出入国管理及び難民認定法」を改正することによって
「朝鮮籍」の在日コリアン（在日朝鮮人）にも永住権が与えられるようにな
った。しかし、それ以降も制度的差別はもちろん、社会的偏見（意識）も
依然として続いている。この点が、帰化をしない在日コリアンであっても
日常生活において日本式「通名」を使用させ、「本名」を隠させている要
因となっているのである。
（2）「民族＝国籍」？「民族＝身体、国籍＝衣服」？
日本は、「単一民族」信念が強い社会といえる（大沼1993、小熊
1995）。したがって、暗黙的に「日本国民＝日本民族」「日本民族＝日本
人」という概念が通用しているが、これは韓国社会においても同様にいえ
ることである。同じく、朝鮮半島を民族的ルーツとする在Eコリアンの間
でも、「在日コリアン＝韓民族（朝鮮民族）」「韓民族（朝鮮民族）＝韓国人
（朝鮮人）」という考えが強い。日本政府の厳しい帰化政策だけでなく、こ
のような共通点がそれまでの在日コリアンの帰化を「防ぎ」、また「悩ま
せた」重要な原因であると考えられる。
戦後、日本政府は厳格な帰化制度を維持し、「日本人と区別をつけがた
いほどに同化した善良な人たち」にだけ帰化を許可してきた。例えば、
1966年の法務省『官報資料編」に「朝鮮人」の帰化について次のような見
解が述べられている。
永年にわたる日本社会での生活により、言語、風俗、生活様式などが
日本人と区別をつけがたいほどに同化した善良な人たちが帰化を希望
するならば、帰化の条件を備えている限り、これを許可して国籍につ
いての何の心配もなく生活できるようにすることは、彼らの将来のた
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めにもなり、ひいてはわが国のためにもなることである（金英逮
1990：20－21から再引用）。
現在、日本政府が施行している帰化の条件は以前より多く緩和され、ま
た簡素化されたとは言われるが、許可自体が法務大臣の裁量に任されてい
るというところから考えると、運用における明白な基準を知ることはでき
ない。言い換えれば、必要な条件と書類を具備したとしても帰化が許可さ
れないことも発生しているのである。現行の国籍法（第5条）では、帰化
の条件として次のような事項を要求しているが、3と6の項目には主観的
判断が介入できる余地が多いといえる。
1．引き続き5年以上日本に住所を有すること。
2．20歳以上で本国法によって行為能力を有すること。
3．素行が善良であること。
4．自己又は生計を一にする配偶者その他の親族の資産又は技能によ
って生計を営むことができること。
5．回籍を有せず、又は日本の国籍の取得によってその国籍を失うべ
きこと。
6．H本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立
した政府を暴力で破壊することを企て、若しくは主張し、又はこ
れを企て、若しくは主張する政党その他の団体を結成し、若しく
はこれに加入したことがないこと（法務省民事局　2006）。
この他にも、「帰化後の名前を日本式にすること」などの条件が「行政
指導」という名目で強要されている。つまり、「日本人らしく振る舞い、
頭の先から足の先まで善良な日本人になりきること、これがr帰化』条件
の根本的な思想」（仲尾1997：28）となっているのである。
祖国の分断で帰回の夢を果たせないまま日本永住を既定事実として受け
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入れてきた在日コリアンではあるが、数多くの制度的、社会的差別に耐え
ながらも、差別を回避できる方法でもある帰化に対して強い抵抗感を持っ
てきた。これは、上記のような（日本人化させる）同化政策への反発でも
あるが、在日コリアンにとっても日本人になるということは日本民族にな
ることを意味し、それは同時に自分たちの民族的な出自（ルーツ）を否定
することにつながっているからである。そしてこの点が、帰化してからも
自分の民族的アイデンティティ問題で苦しむ結果をも生み出しているので
ある。
「民族」と「国家」を分離した朝鮮系日本人（日本国籍）として生き
ていくべきだという論になるのは、承服Lがたいものである。朝鮮人
は意識するとしないとにかかわらず、すでに日本人に歩み寄りすぎて
おり、いまや民族的主体性の喪失による「同化・帰化」の崖っぷちに
立たされている。……日本が多民族社会を認めない現実において、朝
鮮系日本人は存立する余地はなく、事実、帰化朝鮮人の多くは、出
自・姓名・生活様式などにおいて「朝鮮」を隠さない限り、日本で生
きていけない構造のなかにおかれている（ヂ健次1987：200－201）。
このような抵抗感にもかかわらず、表4に見られるように帰化者の数は
年々増加しており、1995年以降は毎年約1万人以上の在日コリアンが帰化
を行っている。最初の帰化は、日本国籍を一律に剥奪された1952年に行わ
れたが、232名が帰化している。この中の51名が朝鮮人公務員であったが、
公務員から外国人を排除しようとした当時の日本政府の意図から考えると、
該当者は「公務員を辞めるか」「帰化をするか」という二者択一の選択を
迫られたと推測される（金英達1990：12）。それから2004年まで、累計28
万6－054人の在日コリアンが帰化を行っている（在日本大韓民国民団　2006）。
2004年現在、在日コリアンの数は60万7，419名で、その内の46万1，460名
が特別永住者（オールドカマー）である。しかし、彼らの数は帰化と1世
16
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表4　帰化音数（在日本大韓民国民団　2006）
年 度 帰 化 数 年 度 帰 化 数 年 度 帰 化 数 年 度 帰 化 姦
1952 232 1970 4，646 1990 5，216 2002 9，188
1955 2．434 1975 6．323 1995 10，327 2003 11，778
1960 3，763 1980 5，987 2000 9，842 2004 11，031
． 3，438 1985 5，040 2001 10．295
たちの死亡で年々減っており、「このままいくと、在日の韓国籍、朝鮮籍
の人は毎年一万人ずつ減っていく。あと数十年以内にはほとんどゼロにな
る」という予測もある（毎日新聞1999年4月3日）。このように「帰化着
手在日コリアン」という、日本と韓国、そして在日コリアン社会の考え方
は、言うまでもなく「国籍＝民族」という信念から来るものである。
在日同胞の日本生まれの世代の大多数は、すでに言責、生活文化など
民族的特性を尖っても、辛うじて「国籍」を民族的アイデンティティ
のよりどころにしている。いいかえれば、「国籍」こそ、在日同胞が
日本の「単一民族」への吸収・同化から民族的アイデンティティを守
る最後のさいごの砦であり、一世たちが守ってきた貴重な遺産である
（統一日報1995年8月15EI）。
これは、民族名と母国語を失っていく在日コリアン2世、3世、4世た
ちの現状を心配している歴史学者、萎在彦氏の文章である。姜在彦氏のよ
うな1世たちにとって、「国籍」とは「民族性」を守る「最後の砦」であ
る。しかし、このような言説が帰化した「日本籍コリアン」を「民族の離
脱者」という立場に追い払ったことも否定はできないだろう。
帰化後、自分の出自（来歴）を隠すために努力し、またそのようなこと
をする自分について悩み、苦しむ人々が多く存在しているのは事実である
が、しかし他方では、国籍にこだわらず自分流の民族性を固守しようとす
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る動きも起きている。このような人々にとって帰化とは、もはや民族に対
する背信行為でも、自分自身に対する否定でもない。「民族＝身体」「国籍
＝衣服」と捉えれば、どのような「衣服」（国籍）を着た　く持った）として
も、「身体」（民族）は変わらないものである。大切なのは本人の考えとな
る。彼らの中では、「国籍」ではなく、むしろ「民族名」（本名）を自分の
民族的アイデンティティを守ってくれる「最後の砦」と看倣す人も少なく
ない。
本名がすべてです、ぼくにとっては。極端に言えば、歴史と言葉はい
らない、こいつさえあれば。もちろん、言葉とか歴史を覚えようとす
る努力はしますよ。だけど、こいつをまずやらないことには、話にな
らない。通名を使って朝鮮語を話すのと、話せなくても本名を使って
生きるのだったら、ぼくは、後者のほうが立派だと思いますよ。自分
が韓国人の血をもっているものだって表すものは、国籍じゃなくて、
名前だと思うんです。どうしても名前だけはこだわりたい（1967年生
まれの在E3世、福岡1993：144から引用）。
このように回籍より名前に自分の民族的アイデンティティを投影する若
者も増加しているが、さらに、民族というもの自体にこだわらない若い世
代も増えている。彼らにとって民族や国籍というものは、1世たちのよう
に命を懸けてまで守るべき大切なものでもなく、ただ、「日本人」「韓国人
（朝鮮人）」「在日」という「選択の幅（可能性）」が広くなったことに過ぎ
ないかもしれない。しかし、そうだとしてもここで確かめておくべきこと
がある。それは、多くの在日コリアンに帰化の機会は開かれているが、彼
らの選択はまったく「自由」であるとは言い切れず、日本社会における
「異質者」に対する社会的偏見や差別が続く限り、実は「強要」されてい
る可能性が高いという事実である。
在日コリアンに対する差別が依然として存在しているとはいえ、困難な
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状況の在日コリアンを助け、また保護してくれている日本人も多い。以下
は、ニューカマー夫婦の事例である。
1989年に日本に留学し、大学院を卒業した後、一度は韓国の法律事務
所に就職が決まった林氏（東京都居住）は、IMF（通貨危機）の影響で
その就職が取り消されてしまうと、日本の会社（焼肉チェーン）に就
職した。そして2000年には会社での経験を生かし、自分の焼肉店を構
えた。林氏夫婦は5年前から都営住宅に住んでいるが、彼らには小学
5年生と1年生（双子）の、3人の息子がいる。夫が仕事に出かけた
ある日、一人の子供がケイレンを起こし、救急車で病院に行くことに
なったが、妻は他の子供たちを連れて行くことができず、隣家の日本
人の老夫婦に頼んだという。病院から戻ると、老夫婦は、2人の子供
たちを風呂に入れ、また夕食も食べさせておいたのである。それから、
3人の子供たちは老夫婦を実の祖父母のように慕うようになった。お
じいさんは、双子が小学校に入学する時にはランドセルを買ってくれ
ると約束していたが、その入学を迎える前に病気で亡くなってしまっ
た。しかし、おばあさんはおじいさんの約束通り、双子の入学プレゼ
ントでランドセルを買ってくれたという。今も、3人の子供たちは学
校から戻ると、「おばあちゃんの家に宿題Lに行く」と宿題を持って
行く。妻は今も、故人の形見ということで、サドルが壊れているにも
かかわらず、おじいさんの自転車を使っている（2005年10月27日）。
5．おわりに
先述のように、南北（祖国）の分断は物理的な障壁が存在しない在Hコ
リアンにとっても大きな悲劇で、試練であった。しかし、これは個人の努
力だけで解決できる問題でないがゆえに、在日1世たちは自分たちの無力
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感を痛感しながらも長い間、民族統一の瞬間を待ってきた。遺骨になって
も帰郷（統一）を待つ1世も少なくない。しかし、帰郷を諦めて日本に永
住する（埋められる）1世たちも増えている今日、2世、3世、4世たち
は、故国について、分断について、統一についてどう思っているのであろ
うが。そして最近急進展している南北融和についてどのような考えを持っ
ているのであろうか。以下ではいくつかの事例（考え）を紹介してみよう。
大阪朝鮮高級学校1年の金正訓選手（1986年生まれ）は、2002年9月、
UAE（アラブ首長国連邦）で開催されたサッカーU17（17歳以下）アジ
ア選手権大会で韓国チームの一員としてピッチに立った。大阪生野区
で生まれ、幼い頃からサッカーを続けてきた彼は、12歳に関西選抜に
選ばれるほどの実力だった。しかし、金選手が自分の立場を理解する
ようになったのは中級部（中学校）3年の時である。同じく「ガンバ
大阪ジュニアユース」所属の同僚2人がU15日本代表に選ばれた日、
自分は在日だから日本代表にはなれないということをわかっていても
悔しかったという。ところが、2002年の春、元韓国のプロサッカー選
手で、当時、大阪朝鮮高級学校サッカー部のコーチを務めていた裡徳
柱氏の紹介で韓国の監督に推薦される夢のようなことが起き、7月に
朝鮮学校の学生として韓国代表チームに選抜される快挙が実現した。
その背景には2000年6月の南北首脳会談以来進展している南北融和の
流れがあった。「学校は協力的だったし、友たちらも激励してくれま
した。ぼくは本国の人間じゃないから、ハンディもプレッシャーも感
じました。……言葉がしゃべれたので、違和感なく溶け込めました。
以前は『りリマル』（母国語）なんかええやんという感じでしたが、
りリマルはきれいなと思うようになって、いまは毎日韓国の映画やド
ラマを見ています」という（高賛備　2004：74－75から要約引用）。
金香淑氏（在日2世、東京都居住）は、6．15南北共同宣言（2000年）は
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遅すぎたと強く思った。1世が生きている間に統一は達成されるべき
だと祈願してきたからである。昨年の11月福岡県小倉市に住んでいる
父、母、兄と一緒に総聯故郷訪問団の一員として韓国を訪問した。父
の故郷は新羅の古都である慶州。幼い頃、遊んだという崎星台など、
行くところで見せる父の表情はまるで少年のようで、とても喜んでい
た。学びたいという一念で単身日本に渡り、解放後は総聯の仕事をし
てきた父。親戚が一人もいない日本での生活は祖国の分断と共に長期
化され、韓国の父母、兄弟とは連絡が途絶えたままだった。居場所を
見つけたソウルの弟と東京で会ったのが20年前。……ソウルの叔父と
親戚たちは暖かく、別れていた歳月は長かったが、お互いの気持ちは
伝わった。……日本へ向かう機上で、北の人でも南の人でもない「在
日という自分」の存在を考えた。日本で成長するだろう二人の息子た
ちの将来を思った。祖国が二つに引き裂かれた中で、日本で育ってい
く彼らが、自分たちを誇れるわけがない、この状況が続けば、日本社
会に埋没してしまう。統一こそ、生きる道ということがはっきり見え
た（『月刊イオ」2005年8月号：14－15）。
国営放送がKBSですか。先日、KBSのある番組で「朝総聯の過去は
そうだとしても、彼らが行ってきた民族教育については感謝すべき」
という話が放送されるのを見て涙が出ました。統一はもうすぐです。
大韓民国も共和国（北朝鮮）も同じ民族、同じ祖国です。北の選手た
ちを歓迎してくれる南側の若い人たちに感謝します（2005年10月2日
の神奈川朝鮮初中高級学校の運動会で、総聯系在日1世）。
上記の事例を通じて、民族の統一が、在日同胞たちの間で現実感ある近
い未来のこととして感じられていることが見て取れる。それは即ち、南北
の対立構図がいかほど彼らを苦しめてきたのかということの反証でもある。
以上、本稿で検討してきた在日コリアンの「歴史的特殊性」を簡略に整
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理すると、次のようにまとめることができよう。日本の植民地支配が今日
の在日コリアンを存在させ、南北（祖国）の分断が在日社会の分裂と思想
的対立を招来し、戦後の日本政府の差別政策が在日コリアンの民族的アイ
の
デンティティの維持を難しくさせてきた。そして、これらすべてが在日コ
リアンの複雑な現実を作り出してきたといえる。しかし、在日コリアンの
社会はその複雑さのゆえに多くの変化を見せている。例えば、従来政治
的・思想的に対立してきた民団と総聯の民族学校において、両者とも、韓
国籍・朝鮮籍・帰化した韓国系日本人を民族教育の対象として含むという
新しい模索がなされている。また、民族的アイデンティティや在日として
の生き方などにも多様な考えがみられるようになっている。2000年以降進
展している南北の民族融合の動きや、近年活発な日韓の文化交流もそのよ
うな変化の背景として位置づけることができよう。
今後、在日コリアンの数そのものの減少は避けられない事実であろうが、
どのような可能性が在日コリアンによって実現できるのかを見守って行き
たい。
注
1）その他の在留資格については入国管理局のホームページを参照。
http：／／www．moj．go．jp／NYUKAN／irLdexhtml。
2）川崎の朝鮮学校にも「韓国誇」の生徒が通っていたので、東京韓国学校でも
「r朝鮮籍J　の生徒はいるのか」と質問したが、父母の国籍は問題にならないの
で、確認はしていないと答えられた。
3）東京韓国学校は、特に英語の授業の比重が大きいが、これは他の日本の公立
学校と（私立学校とも）「差別化」される部分である。初等部の場合、2001年
から一般授業をネーテイブの教員が行う「イマージョン」（lmmerSion）授業を
導入したが、結果的に父母から大きな支持を得るのに成功したという。
4）授業における基本言語は韓国語であるが、永住者の子女のために韓国語と日
本語を混用する場合もある。
5）もちろん、合格者の大部分が優秀な学生であろうが、民族学校である東京韓
国学校が日程両国の入試制度を有利に利用できる「意外な利点」を保持してい
ることを今回の調査で初めて知った。ちなみに、東京韓国学校のユニホームは
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日本の一般的な制服と差がなかった。そして、給食は実施していないので、家
庭からの弁当や注文弁当などを利用していた。また、初等部には放課後に韓国
語と日本語の補習授業が行われていた。
6）中級都では、国語（朝鮮語）5時間－6時間、日本語4時間の授業を行って
いる（在日本朝鮮人総聯合会　2006）。
7）朝鮮大学（東京都小平市）は全校生が寮で生活する全寮制を実施している。
学校に近くに住んでいる学生であっても例外はない。したがって、昼間はしば
らく帰宅できても夜は門限前に寮に戻らなければいけない。
8）「出入国管理及び難民認定法」の詳細＝二ついては入国管理局のホームページ
を参照。http：／／wwwmoj．gojp／NYUKAN／NYUKANHO／hoOlhtml
9）1970年代の在日コリアン知識人の中では、当時の在日コリアン2世、3世の
民族憲政に関して、民族差別が放置されている日本のような閉鎖的社会では
「ノーマルな民族意識」よりは被差別意識の裏返しとしての「アブノーマルな
エスニック・アイデンティティ」が一般化になりつつある（朴一1997：
74－75）という、「差別が民族意識を強化させている」との考えももちろん存在
していた。
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